
 

 
 

 
○特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成１４年法律第２６号） 
 
（定義） 
第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  
 一 （略） 
 二 特定電子メール 電子メールの送信（国内にある電気通信設備（電気通信事業法第２条第２号に規定する電気通信

設備をいう。以下同じ。）からの送信又は国内にある電気通信設備への送信に限る。以下同じ。）をする者（営利
を目的とする団体及び営業を営む場合における個人に限る。以下「送信者」という。）が自己又は他人の営業につ
き広告又は宣伝を行うための手段として送信をする電子メールをいう。  

 三～五 （略） 

 
（特定電子メールの送信の制限）  
第３条 送信者は、次に掲げる者以外の者に対し、特定電子メールの送信をしてはならない。  
 一 あらかじめ、特定電子メールの送信をするように求める旨又は送信をすることに同意する旨を送信者又は送信委託

者（電子メールの送信を委託した者（営利を目的とする団体及び営業を営む場合における個人に限る。）をいう。以
下同じ。）に対し通知した者  

 二 前号に掲げるもののほか、総務省令・内閣府令で定めるところにより自己の電子メールアドレスを送信者又は送信
委託者に対し通知した者  

 三 前二号に掲げるもののほか、当該特定電子メールを手段とする広告又は宣伝に係る営業を営む者と取引関係にある
者  

 四 前三号に掲げるもののほか、総務省令・内閣府令で定めるところにより自己の電子メールアドレスを公表している
団体又は個人（個人にあっては、営業を営む者に限る。）  

２・３ （略） 
 
（表示義務）  

第４条 送信者は、特定電子メールの送信に当たっては、総務省令・内閣府令で定めるところにより、その受信をする者
が使用する通信端末機器の映像面に次に掲げる事項（前条第３項ただし書の総務省令・内閣府令で定める場合において
は、第２号に掲げる事項を除く。）が正しく表示されるようにしなければならない。  
一 当該送信者（当該電子メールの送信につき送信委託者がいる場合は、当該送信者又は当該送信委託者のうち当該

送信に責任を有する者）の氏名又は名称  
二 前条第３項本文の通知を受けるための電子メールアドレス又は電気通信設備を識別するための文字、番号、記号

その他の符号であって総務省令・内閣府令で定めるもの  
三 その他総務省令・内閣府令で定める事項 

 
（措置命令） 
第７条 総務大臣及び内閣総理大臣（架空電子メールアドレスをそのあて先とする電子メールの送信に係る場合にあって

は、総務大臣）は、送信者が一時に多数の者に対してする特定電子メールの送信その他の電子メールの送信につき、第
３条若しくは第４条の規定を遵守していないと認める場合又は送信者情報を偽った電子メール若しくは架空電子メール
アドレスをそのあて先とする電子メールの送信をしたと認める場合において、電子メールの送受信上の支障を防止する
ため必要があると認めるときは、当該送信者（これらの電子メールに係る送信委託者が当該電子メールの送信に係る第
３条第１項第１号又は第２号の通知の受領、同条第２項の記録の保存その他の当該電子メールの送信に係る業務の一部
を行った場合であって、当該電子メールの送信につき、当該送信委託者の責めに帰すべき事由があると認められるとき
は、当該送信者及び当該送信委託者）に対し、電子メールの送信の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ず
ることができる。 

 
第３４条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

一 第５条の規定に違反した者 
二 第７条の規定による命令（第３条第２項の規定による記録の保存に係るものを除く。）に違反した者 
 

第３５条 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。  
一  第７条の規定による命令（第三条第二項の規定による記録の保存に係るものに限る。）に違反した者  
二  第２８条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避した者  
 
第３７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、次の各

号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人
に対して各本条の罰金刑を科する。 
一 第３４条 三千万円以下の罰金刑 
二 第３３条、第３５条又は前条 各本条の罰金刑 

参考１ 


